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陳 情 文 書 表 

令２陳情第１６号 令和２年８月４日受理 

件  名 
国会における憲法論議の推進と国民的議論の喚起を求める意見書

の提出についての陳情 

陳 情 者 
秦野市鶴巻北１－１１－１－４１２ 

石津 博義 

陳 情 の 要 旨  

日本国憲法が昭和２２年に施行されてから、本年で７３年を迎えました。こ

の間、時代が大きく揺れ動き、我が国を取り巻く情勢もまた急速に変化してき

ました。 

国際情勢が激変する中で、我が国周辺においては、北朝鮮による弾道ミサイ

ル発射や核実験、中国の東シナ海等への海洋進出、米中の「新冷戦」等、緊迫

の度を増しています。 

国内においては、新型コロナウイルス感染症拡大や頻発する大規模災害等の

緊急事態への対処、急激な人口減少と超高齢社会への対応等、国の在り方の根

本を問う新たな課題が生じています。 

このように、我が国を取り巻く情勢は大きく変化し、現行憲法が施行された

当時には想定もされなかった課題への対応が求められており、憲法改正に係る

国民的な関心が高まっています。特に、国内外での災害対応や海外でのＰＫＯ

活動などに尽力する自衛隊への評価は高く、「自衛隊を憲法に明記すること」

については、国民の多くの賛同が得られるものと思われます。また、新型コロ

ナウイルス感染症や今後発生が懸念される南海トラフ地震、富士山噴火など想

定外の事態に迅速かつ的確に対応するための緊急事態条項の制定なども議論す

べき喫緊の課題です。 

成文憲法を持つ国においては、時代の変化に応じて憲法改正を行っているも

のの、我が国では国内外の情勢の変化にもかかわらず、７３年間一度も憲法の

改正が行われていません。国会においても、平成１９年に日本国憲法の改正手

続に関する法律が制定され、衆参両院に憲法審査会が設置されながら、いまだ

に具体的な議論が交わされていない状態であります。一方、国民が憲法改正論

議の具体的な進展を望んでいることは、世論調査においても明確に示されてい

るところであります。 
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よって、新たな時代にふさわしい日本国憲法について、国会において自由闊

達かつ広範な議論を推進するとともに、国民的議論を喚起するように、地方自

治法第９９条の規定に基づき、国に対し意見書を提出していただきたく、陳情

いたします。 

 

陳情事項 

 国会における活発な憲法論議の推進と、国民的議論の喚起を求める意見書を

提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


